
テストマーケティング推進事業助成金交付要領 

 

（趣旨） 

第１条 この要領は、一般財団法人高知県地産外商公社（以下、「公社」という。）が、県内商品の価値向上の支援のため

に実施する、テストマーケティング推進事業助成金（以下、「助成金」という。）の交付に関し必要な事項を定めるものとす

る。 

 

（助成金の目的） 

第２条 消費者ニーズを収集し、商品の磨き上げ等を行うために実施するテストマーケティングを行う県内中小企業者（中

小企業基本法第２条第１項に規定する中小企業者をいう。以下同じ。）に対し、予算の範囲内で助成金を交付し、地産外

商活動を推進し、県内産業の振興を図ることを目的とする。 

 

（助成対象事業の内容） 

第３条 助成対象事業は、高知県のアンテナショップにおいて、消費者ニーズ等の収集のために行うテストマーケティング

事業とする。 

 

（助成対象事業者） 

第４条 助成対象事業者は、テストマーケティング実施商品の製造者又は販売者とする。 

 

（助成金対象経費等） 

第５条 助成対象経費、助成限度額及びその助成率は、別表１のとおりとする。ただし、助成対象経費の２分の１の額に１円

未満の端数を生じたときは、１円未満の端数を切り捨てるものとする。 

 

（実施期間） 

第６条 助成対象事業の実施期間は、助成金の交付決定を受けた日から当該年度の３月10日までとする。 

 

（助成金の交付の申請） 

第７条 助成対象事業者が助成金の交付を受けようとするときは、様式第１による申請書を代表理事に提出しなければな

らない。 

 

（助成金の交付の決定） 

第８条 一般財団法人高知県地産外商公社代表理事（以下、「代表理事」という。）は、助成金の交付について適当と認め

るときは、交付決定を行い、当該助成対象事業者に通知するものとする。 

 

（助成金の交付申請の取下げ） 

第９条 助成対象事業者は、前条の規定による助成金交付決定通知を受領した場合において当該通知に係る助成金の

交付の決定の内容又はこれに付した条件に対して不服があり、助成金交付申請を取下げようとするときは、当該助成金交

付決定通知を受けた日から10 日以内にその旨を記載した書面を代表理事に提出するものとする。 

２ 前項の規定による申請の取下げがあったときは、当該申請に係る助成金の交付決定はなかったものとみなす。 

 

 



（助成対象事業の中止又は廃止） 

第10条 助成対象事業者は、助成対象事業を中止し、又は廃止しようとするときは、あらかじめ様式第２による申請書を代

表理事に提出し、その承認を受けなければならない。 

 

（助成対象事業の中止等の決定） 

第11条 代表理事は、前条の申請内容の適否等について決定を行い、助成対象事業者に通知するものとする。 

 

（実績報告） 

第12条 助成対象事業者は、助成対象事業が完了したとき（助成対象事業の廃止の承認を受けたときを含む。）は、その

日から30日以内又は補助事業の実施年度の３月14日のいずれか早い期日までに様式第３による実績報告書を代表理

事に提出しなければならない。 

2 助成対象事業者は、前項の実績報告書を提出するにあたっては、公共交通機関の利用の場合は助成金対象経費に係

る支出関係証拠書類（領収書等の写しを含む。）を添付しなければならない。 

3 助成対象事業者は、前項の規定による実績報告を行うにあたって、助成金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入

控除税額が明らかな場合には、当該消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額を減額して報告しなければならない。 

 

（助成金の額の確定等） 

第13条 代表理事は、前条第１項の報告を受けた場合には、報告書等の書類の審査及び必要に応じて現地調査を行い、

その報告に係る助成対象事業の実施結果が助成金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認めたとき

は、交付すべき助成金の額を確定し、助成対象事業者に交付するものとする。この場合において、助成金交付決定額と助

成金の確定額が相違する場合は、その旨を助成対象事業者に通知するものとする。 

 

（関係書類の保管） 

第14条 助成対象事業者は、助成金に係る経理についての収支の事実を明確にした証拠書類を整理し、かつこれらの書

類を助成対象事業が完了した日の属する会計年度の終了後５ 年間保存しなければならない。 

 

（消費税等の仕入控除税額の確定に伴う助成金の返還） 

第15条 助成対象事業者は、助成対象事業完了後に消費税及び地方消費税の申告により助成金に係る消費税及び地

方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合には、様式第４により速やかに代表理事に報告しなければならない。ただ

し、確定した消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が、実績報告書において減額した消費税及び地方消費税に係

る仕入控除税額を上回らない場合は提出を要しない。 

２ 代表理事は、前項の報告があった場合には、当該消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の全額又は一部の返

還を命ずる。 

 

（助成金の交付決定の取消し） 

第16条 代表理事は、助成対象事業者が助成金を他の用途に使用し又は助成金の交付の内容、条件、その他法令若しく

はこれに基づく処分に違反したとき及び別表２に掲げるいずれかに該当すると認められたときは、額の確定の有無にかか

わらず助成金の交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

 

（助成金の返還） 

第17条 代表理事は、前条の規定により、助成金の交付の決定を取消した場合において既に助成金が交付されていると

きは、期限を定めて当該助成金を返還させることができる。 



（加算金及び延滞金） 

第18条 助成対象事業者は、前条の規定による取り消しに関する助成金の返還を命ぜられたときは、その命令に係る助

成金受領の日から納付の日までの日数に応じ、返還を命ぜられた助成金の額（その一部を納付した場合におけるその後

の期間については、既納付額を控除した額。）につき年10.95％の割合で計算した加算額を公社に納付しなければならな

い。 

２ 助成対象事業者は、助成金の返還を命ぜられ、これを納期日までに納付しなかったときは、納期日の翌日から納付の

日までの日数に応じ、その未納額につき年10.95％の割合で計算した延滞金を公社に納付しなければならない。 

 

（情報の開示） 

第19条 助成対象事業又は助成対象事業者に関して一般財団法人高知県地産外商公社情報公開規程（以下、「規程」

という。）に基づく開示請求があった場合には、規程第４条に規定する非開示項目以外は、原則として開示する。 

 

（その他） 

第20条 この要領に定めるもののほか、助成金の交付に関するその他の必要な事項は、代表理事が別に定める。 

 

（附則） 

この要領は、平成29年４月１日から施行する。 

この要領は、平成29年７月27日から施行する。 

この要領は、平成30年４月１日から施行する。 

この要領は、令和4年4月１日から施行する。 

この要領は、令和5年4月1日から施行する。 

この要領は、令和6年4月1日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（別表１） 

助成対象経費 助成率 助成限度額 

(1)テストマーケティングに係る旅費 

①鉄道、航空機、高速バス、新幹線、等の公共交通機関に係る料金 

➁自動車利用については別表1-2、別表1-3を定額とする 

➂宿泊料 

上限額は１泊10,000円/人とする。 

実施日の前日から当日の宿泊料を助成対象とする。 

(2)１事業者２名を限度とし、最も合理的かつ経済的な旅程を選択する 

こと。同乗者は宿泊料のみとする。 

１/２ ・１名あたり３万円 

・東京、大阪を連続して実施す 

る場合は、1名あたり5万円 

 

 

（別表1-2） 

高知県内の各市町村から東京(高知県アンテナショップの所在地)への自動車を利用した場合の往復に係る経費 

 

（別表1-3） 

高知県内の各市町村から大阪(高知県アンテナショップの所在地)への自動車を利用した場合の往復に係る経費 

 

 

 

 

市町村名 金額(円) 市町村名 金額(円) 市町村名 金額(円)

高知市 86,441 奈半利町 88,151 仁淀川町 89,190

室戸市 77,309 田野町 88,064 中土佐町 90,228

安芸市 87,252 安田町 87,890 佐川町 88,291

南国市 85,686 北川村 88,325 越知町 88,552

土佐市 88,120 馬路村 77,961 梼原町 92,229

須崎市 89,648 芸西村 86,730 日高村 87,653

宿毛市 95,245 本山町 83,889 津野町 90,257

土佐清水市 95,419 大豊町 83,396 四万十町 91,185

四万十市 93,795 土佐町 84,266 大月町 95,825

香南市 85,976 大川村 85,078 三原村 95,187

香美市 85,773 いの町 87,334 黒潮町 93,244

東洋町 75,366

市町村名 金額(円) 市町村名 金額(円) 市町村名 金額(円)

高知市 34,639 奈半利町 36,349 仁淀川町 37,388

室戸市 25,507 田野町 36,291 中土佐町 38,455

安芸市 35,450 安田町 36,117 佐川町 36,489

南国市 33,884 北川村 36,552 越知町 36,779

土佐市 36,318 馬路村 26,159 梼原町 40,456

須崎市 37,846 芸西村 34,928 日高村 35,880

宿毛市 43,472 本山町 32,087 津野町 38,484

土佐清水市 43,617 大豊町 31,623 四万十町 39,412

四万十市 41,993 土佐町 32,464 大月町 44,052

香南市 34,174 大川村 33,305 三原村 43,414

香美市 34,000 いの町 35,561 黒潮町 41,471

東洋町 23,593



（別表2） 

１ 暴力団（高知県暴力団排除条例（平成22年高知県条例第36号。以下｢暴排条例｣という。）第２条第１号に規定する

暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員等（暴排条例第２条第３号に規定する暴力団員等をいう。以下同じ。）であると

き。 

２ 暴排条例第18条又は第19条の規定に違反した事実があるとき。 

３ その役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有

する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を

有するものと認められる者を含み、法人以外の団体にあっては、代表者、理事その他これらと同等の責任を有する者をい

う。以下同じ。）が暴力団員等であるとき。 

４ 暴力団員等がその事業活動を支配しているとき。 

５ 暴力団員等をその業務に従事させ、又はその業務の補助者として使用しているとき。 

６ 暴力団又は暴力団員等がその経営又は運営に実質的に関与しているとき。 

７ いかなる名義をもってするかを問わず、暴力団又は暴力団員等に対して、金銭、物品その他財産上の利益を与え、又は

便宜を供与する等直接的又は積極的に暴力団の維持又は運営に協力し、又は関与したとき。 

８ 業務に関し、暴力団又は暴力団員等が経営又は運営に実質的に関与していると認められる者であることを知りなが

ら、これを利用したとき。 

９ その役員が、自己、その属する法人その他の団体若しくは第三者の利益を図り、又は第三者に損害を加えることを目的

として、暴力団又は暴力団員等を利用したとき。 

10 その役員が暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有しているとき。 


